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■はじめに

～総住宅数の増加率6.1％(全国第３位) 、総世帯数の増加率7.0％(全国第２位)～

　住宅・土地統計調査は、我が国における住宅および住宅以外で人が居住する建物に関する

実態ならびに現住居以外の住宅および土地の保有状況、その他の住宅等に居住している世帯

に関する実態を調査し、その現状と推移を全国および地域別に明らかにすることにより、住

生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的として実施されています。

　住宅・土地統計調査は、昭和23年(1948年)以来５年ごとに実施してきた住宅統計調査の調

査内容等を平成10年(1998年)調査時に変更したものであり、当初調査から数えて令和５年

(2023年)調査は16回目に当たります｡

　総務省統計局から「住宅及び世帯に関する基本集計」が公表されていますので、今号では

その概要を紹介します。

　なお、結果の数値は表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計が一致

しないことがあります｡

Ⅰ 主な調査結果

住 宅 数 と 世 帯 数

昭和 年 平成５年 令和５年

（％）

総住宅数増加率 滋賀県 総世帯数増加率 滋賀県

総住宅数増加率 全国 総世帯数増加率 全国

図１ 総住宅数増加率、総世帯数増加率の推移（滋賀県、全国）

（増加率全国順位）

総住宅数 24位 13位 ６位 13位 10位 10位 １位 ３位 １位 ８位 14位 ３位

総世帯数 26位 11位 ９位 ７位 ６位 10位 １位 ９位 １位 10位 12位 ２位

表１ 主な調査結果（滋賀県、全国）

全国順位
対前回増減数、

ポイント
対前回増減数、

ポイント

総住宅数 戸 戸 戸

総住宅数の増加率(対前回調査） ％ ％ ％

空き家率 ％ △ 0.7 ％ ％

持ち家住宅率 ％ △ 0.7 ％ ％ △ 0.3

一戸建率 ％ △ 1.3 ％ ％ △ 0.9

共同住宅率 ％ ％ ％

１住宅当たり居住室数 室 △ 0.30 室 室 △ 0.14

１住宅当たり居住室の畳数 畳 △ 1.05 畳 畳 △ 0.25

１住宅当たり延べ面積 △ 2.28 △ 1.20

１人当たり居住室の畳数 畳 畳 畳

総世帯数の増加率（対前回調査） ％ ％ ％

※　１住宅当たり居住室数、１住宅当たり居住室の畳数、１住宅当たり延べ面積、１人当たり居住室の畳数は専用住宅当たりの数値

滋　　賀　　県 全　　国

令和５年
（2023年）

平成30年
（2018年）

令和５年
（2023年）
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(１) 住宅の建て方別からみて　～共同住宅の増加率は全国第４位～

総住宅数の前回調査からの増加数 戸 増加率 ％、全国第３位 の内訳を住宅の

建て方別にみると、一戸建が 戸 同 ％、５位 、長屋建が 戸 同 ％、９

位 、共同住宅が 戸 同 ％、４位 、その他が 戸 同 ％、２位 と増加し

ました。なお、居住世帯のない住宅は1,900戸(同2.3％、39位)と増加しました。

(表１)(図２)

次に総住宅数の増加率 ％の内訳 寄与度 をみると、一戸建が 、長屋建が 、共

同住宅が 、その他が 、居住世帯のない住宅が となり、滋賀県は共同住宅と一戸

建の増加が総住宅数の増加に大きく影響しました。(図３)

△ △ △ △ △ △
△

昭和 年 平成５年 令和５年

千戸

一戸建 長屋建 共同住宅

全国（ ）

青森県（△ △ ）

（増加率 位）

秋田県（△ ）

（増加率 位）

福島県（ ）

（増加率 位）

栃木県（ ）

（増加率 位）

東京都（ ）

（増加率２位）

富山県（△ ）

（増加率 位）

滋賀県（ ）

（増加率３位）

宮崎県（ △ ）

（増加率 位）

沖縄県（ ）

（増加率１位）

△

△

△ △ △ △

共
同
住
宅
の
寄
与
度

一戸建の寄与度

（％）

（％）

図２ 住宅の建て方別増加数の推移 滋賀県

図３ 住宅の建て方別増加率寄与度（令和５年 平成 年）

◆ 都道府県名（一戸建の寄与度 共同住宅の寄与度

（総住宅数の増加率順位
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◆ 都道府県名（一戸建の寄与度 共同住宅の寄与度

（総住宅数の増加率順位

(２) 世帯の種類別からみて　～１人世帯、２人以上の世帯ともに増加～

総世帯数の前回調査からの増加数 世帯 増加率 ％、全国第２位 の内訳をみる

と、主世帯 の１人世帯が 世帯 同 ％、４位 と増加し、次いで２人以上の世帯

が 世帯 同 ％、１位 、同居世帯または住宅以外の建物に居住する世帯は 世

帯(同87.5％、13位)と増加しました。(図４)

次に総世帯数の増加率 ％の内訳 寄与度 をみると、主世帯の１人世帯が ％、２

人以上の世帯が ％、同居世帯または住宅以外の建物に居住する世帯が ％となり、

滋賀県は主世帯の１人世帯の増加が総世帯数の増加に影響しました。(図５)

△ △ △ △ △

△
昭和 年 平成５年 令和５年

千世帯

主世帯（１人世帯）

主世帯（２人以上の世帯）

同居世帯または住宅以外の建物に居住する世帯

全国（ △ ）

宮城県（ △ ）

（増加率 位）

秋田県（ △ ）

（増加率 位）

福島県（ △ ）

（増加率 位）

滋賀県（ ）

（増加率２位）

大阪府（ △ ）

増加率４位

長崎県（ △ ）

増加率 位

沖縄県（ △ ）

（増加率１位）

△

△

△

△

△

△

△ △ △ △

主
世
帯

２
人
以
上
の
世
帯

の
寄
与
度

主世帯 １人世帯 の寄与度

（％）

（％）

図４ 世帯の種類別増加数の推移

図５ 世帯の種類別増加率寄与度（令和５年 平成 年）

１住宅に１世帯が住んでいる場合はその世帯を「主世帯」とし、１住宅に２世帯以上住んでいる場合には，そのうちの主な

世帯（家の持ち主や借り主の世帯など）を「主世帯」とし、他の世帯を「同居世帯」としています。

◆ 都道府県名（１人世帯の寄与度 ２人以上の世帯の寄与度

（総世帯数の増加率順位
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令和５年の総住宅数を居住世帯の有無別にみると、居住世帯のある住宅は 戸で、
総住宅数の ％を占め、空き家など居住世帯のない住宅は 戸で、 ％となりまし
た。

居住世帯のない住宅の内訳をみると、昼間だけの使用など、ふだん居住している者がいな
い一時現在者のみの住宅が 戸で、空き家が 戸、建築中の住宅が 戸となりま
した。

また、空き家率 総住宅数に占める空き家の割合 は、昭和 年にはわずか ％ 戸
でしたが、その後上昇傾向が続き、平成 年には ％と１割を超え、平成 年には ％
となりましたが、令和５年は12.3％と低下しました。(図７)

なお、令和５年の全国の状況は ％で、徳島県が ％と最も高く、次いで和歌山県
(21.3％)、鹿児島県(20.5％)などとなっており、滋賀県は第42位でした。

令和５年の空き家 戸の内訳をみると、世帯が長期にわたって不在等の｢賃貸・売却
用及び二次的住宅を除く空き家｣が 戸で、空き家全体の ％を占め、｢賃貸用の空き
家｣が 戸 ％ 、｢売却用の空き家｣が 戸 ％ 、別荘などの｢二次的住宅｣が
4,700戸(5.8％)となりました。(図８)

令和５年 月 日現在における滋賀県の総住宅数は 戸、総世帯数は 世帯と

なっており、平成 年 年 からの５年間でそれぞれ 戸と 世帯増加し、増加

率はそれぞれ6.1％(全国第３位)と7.0％(全国第２位)となりました。(表１)

昭和 年 年 までは総世帯数が総住宅数をわずかに上回っていましたが、 年

年 以降は総住宅数が総世帯数を上回る状態となり、令和５年には総住宅数が総世帯数を

80,500上回り、１世帯当たりの住宅数は1.14戸となりました。(図６)

１．総住宅数と総世帯数

Ⅱ 調査結果の概要

２ ． 空 き 家

昭和 年

（ ）

平成５年 令和５年

一
世
帯
当
た
り
住
宅
数
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図７ 空き家数および空き家率の推移 図８ 空き家の内訳（滋賀県、全国）
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令和５年の総住宅数を居住世帯の有無別にみると、居住世帯のある住宅は 戸で、
総住宅数の ％を占め、空き家など居住世帯のない住宅は 戸で、 ％となりまし
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３．住宅の建て方

住宅の構造を建て方別にみると、一戸建は木造が 戸で、一戸建全体の ％と
木造が８割以上を占めました。一方、共同住宅は非木造が 戸で共同住宅全体の

％と、非木造が９割以上を占めました。なお、長屋建は非木造が 戸で、長屋建
全体の53.0％を占めました。(図11)

また、住宅全体の構造別割合の推移をみると、木造は昭和 年の ％以降、低下基調
にあり、令和５年には ％となっています。一方、非木造は昭和 年の ％以降、上
昇基調にあり、令和５年に40.9％となっています。(図12)

４．住宅の構造

居住世帯のある住宅 以下「住宅」という。 を建て方別にみると、一戸建は 戸

で、住宅全体 戸 の ％を占め、共同住宅は 戸 ％ 、長屋建は

戸 ％ 、その他は 戸 ％ となりました。これを平成 年と比較すると、

一戸建は 戸 ％ 増、共同住宅は 戸 ％ 増となりました。住宅の建て

方別割合の推移をみると、一戸建は減少し、共同住宅は増加しました。(図９)

共同住宅について階数 建物全体の階数 別にみると、｢１・２階建｣が 戸で共同住

宅全体の ％を占め、｢３～５階建｣が 戸で ％、｢６～ 階建｣が 戸で

16.5％、｢11階建以上｣が32,500戸で17.8％となりました。(図10)

賃貸・売却用

及び二次的住宅

を除く空き家

賃貸用の空き家

売却用の空き家

二次的住宅

内円：全国

外円：滋賀県あ

昭和

年

（ ）

平成

５年

令和

５年

空
き
家
率

空
き
家
数

空き家数 滋賀県

空き家率 滋賀県

空き家率 全国

昭和 年

平成５年

令和５年

（全国）令和５年

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

平成 年

令和５年

（千戸）

１・２階建

３～５階建

６～ 階建

階建以上

総数

図７ 空き家数および空き家率の推移 図８ 空き家の内訳（滋賀県、全国）

（令和５年）

図９ 住宅の建て方別割合の推移 図 共同住宅の階数別住宅数の推移

（千戸） （％）
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住宅を建築の時期別にみると、昭和 年 年
以前に建築された住宅は 戸で居住世帯のある
住宅全体の ％となり、耐震基準の見直しが行わ
れた昭和 年 年 以降に建築された住宅は

戸で同 ％となりました。なお、建築の時
期が不詳の住宅は 戸で、同 ％となりまし
た。(表２)(図13)

住宅の建築時期別に建て方別割合をみると、昭和
年 年 以前に建築された住宅では、一戸建が
％と、９割以上が一戸建で占められており、共

同住宅は1.8％となりました。
昭和 年 年 以降は、一戸建の占める割合が

低下するとともに、共同住宅の割合が上昇していま
したが、平成 年 年 以降、一戸建の占める割
合が増加し、共同住宅の割合が低下しました。令和
３年 年 以降は再び、一戸建の占める割合が低
下し、共同住宅の割合が上昇しました。(図14)

５．建築の時期

昭和 年以前

～ 年

～ 年

年～

平成２年

３～ 年

～ 年

～

令和２年

３年～

５年９月

不詳

一戸建

長屋建

共同住宅

その他

木造 非木造

昭和 年

平成５年

令和５年

（全国）令和５年

木造（ までは防火木造を含む） 非木造

昭和 年以前

～ 年

～ 年

年～平成２年

３～ 年

～ 年

～令和２年

３年～５年９月

不詳

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

図 住宅の建て方別にみた

構造別割合 令和５年

図 住宅の構造別割合の推移

図 住宅の建築時期別割合

（令和５年）

図 住宅の建築時期別にみた

建て方別割合（令和５年）

表２ 住宅の建築時期別

住宅数（令和５年）

建築の時期 総住宅数 割合１ 割合２
昭和25年以前
26～45年
46～55年
56年～平成２年
３～12年
13～22年
23～令和２年
３年～５年９月
不詳
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表２ 住宅の建築時期別

住宅数（令和５年）

建築の時期 総住宅数 割合１ 割合２
昭和25年以前
26～45年
46～55年
56年～平成２年
３～12年
13～22年
23～令和２年
３年～５年９月
不詳

６．住宅の所有の関係

住宅を所有の関係別にみると、持ち家が 戸で、持ち家住宅率 住宅全体

戸 に占める持ち家の割合 は ％で、５年前から ポイント低下しました。また、借

家は151,000戸で、住宅全体の26.1％となりました。(図15)

住宅の所有関係別割合の推移をみると、持ち家住宅率は昭和 年 年 以降低下を続

け、平成25年には上昇しましたが、平成30年から再び低下しました。

住宅の建て方別に持ち家住宅率をみると、一戸建は ％、長屋建は ％、共同住宅

は ％となっており、一戸建はほとんどが持ち家、共同住宅では２割程度が持ち家とな

りました。(図16)

専用住宅 居住専用に建築された住宅 について、１住宅あたり居住室数、居住室の畳

数、延べ面積 居住室ほか玄関、トイレ、台所などを含めた住宅の床面積の合計 をみる

と、居住室数は 室 全国第 位 、居住室の畳数は 畳 全国第 位 、延べ面積は

㎡ 全国第 位 となり、平成 年比で居住室数は 室の減少、居住室の畳数は

1.05畳の減少、延べ面積は2.28㎡の減少となりました。

また、住宅の規模を住宅の所有の関係別にみると、持ち家は１住宅当たり延べ面積が

136.64㎡となっているのに対し、借家では47.16㎡と、持ち家の約35％となりました。

(表１)(図17)(図18)(図19)

７．住宅の規模

昭和 年

平成５年

令和５年

（全国）令和５年

持ち家 公営の借家 都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 不詳

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

持ち家住宅率 滋賀県

持ち家住宅率 全国

昭和

年

平成

５年

令和

５年

（室）

居住室数 滋賀県

居住室数 全国

昭和

年

平成

５年

令和

５年

（畳）

居住室の畳数 滋賀県

居住室の畳数 全国

持ち家 借家

図 住宅の所有関係別割合の推移 図 住宅の建て方別にみた

持ち家の割合（滋賀県、全国）

（令和５年）

図 １住宅当たり居住室数の推移（滋賀県、全国）

図 １住宅当たり居住室の畳数の推移（滋賀県、全国）

％
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～太陽光発電機普及率は8.1％～

太陽光発電機 屋根の上に乗せた集光板によって太陽光を集め、これを電力に変えて用

いる機器 のある住宅は 戸で、住宅全体 戸 に占める割合 太陽光発電機普

及率 は ％となり、平成 年の ％から ポイント上昇しました。所有関係別にみる

と、持ち家が ％と同 ポイントの上昇、借家が ％と同 ポイントの上昇となり

ました。

全国の太陽光発電機普及率は住宅全体が ％と同 ポイントの上昇、持ち家が ％

と同1.2ポイントの上昇、借家が0.8％と同0.1ポイントの上昇となりました。

(図20)(図21)

８．住宅の設備

平成 年 令和５年

（％）

住宅全体

持ち家

借家

昭和

年

平成

５年

令和

５年

（㎡）

総住宅 滋賀県 持ち家 滋賀県 借家 滋賀県

総住宅 全国 持ち家 全国 借家 全国

平成 年 令和５年

（％）

住宅全体

持ち家

借家

図 １住宅当たり延べ面積の推移（滋賀県、全国）

図 所有関係別太陽光発電機

普及率の推移（滋賀県）
図 所有関係別太陽光発電機

普及率の推移（全国）
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(2020年基準)

全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.3 △ 0.1 △ 7.1 △ 8.1 △ 1.4

全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市 全　国 大津市

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.2 △ 0.2 △ 0.2 △ 1.8 △ 1.9

△ 1.0

　　 ２．「対前月比」、「対前年同月比」は、端数処理前の指数値を用いて算出しています。

全　国　・　大　津　市　の　消　費　者　物　価　指　数

総　　合 食　　料 住　　居 光熱・水道 家具・家事用品生鮮食品

対前月比(%)

対前年同月比(%)

総　　　　　　　務　　　　　　　省　　　　　　　統　　　　　　　計　　　　　　　局

 注　１．「対前月比」、「対前年同月比」は伸び率(％)です。以下統計表も同様です。

対前月比(%)

対前年同月比(%)

被服及び履物 保 健 医 療 交 通・ 通 信 教　　育 教 養 娯 楽 諸  雑  費

統 計 表
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（2020年基準）

工業製品

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.7 △ 0.2 △ 0.9

△ 0.9

ｽｸﾗｯﾌﾟ類

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.1 △ 4.4 △ 7.1

△ 8.4

注　年１回、９月に定期的な計数の遡及訂正を実施しており、その場合は「r」の付記を省略しています。

その他
工業製品

ウ エ イ ト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

国　内　企  業  物　価　指　数

総平均
飲食料品 繊維製品

木材・
木製品

パルプ ・
紙・同製品 化学製品

石 油 ・
石炭製品

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
製   品

窯 業・
土石製品

鉄　鋼 非鉄金属 金属製品

ウ エ イ ト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

　　　　　　日　　　　　 　　　　　本　　　　　　 　　　　　銀　　　 　　　　　　　　行　　　　　

工　　業　　製　　品（つ　づ　き）
農　林
水産物

鉱産物
電力 ・
都市ガス
・ 水道はん用機器 生産用機器 業務用機器

電子部品・
デバイス 電気機器

情報通信
機　　器

輸送用機器

令和6年（2024年）12 月 統 計 だ よ り 第845 号
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（2020年基準）

工業製品

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.7 △ 0.2 △ 0.9

△ 0.9

ｽｸﾗｯﾌﾟ類

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.1 △ 4.4 △ 7.1

△ 8.4

注　年１回、９月に定期的な計数の遡及訂正を実施しており、その場合は「r」の付記を省略しています。

その他
工業製品

ウ エ イ ト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

国　内　企  業  物　価　指　数

総平均
飲食料品 繊維製品

木材・
木製品

パルプ ・
紙・同製品 化学製品

石 油 ・
石炭製品

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
製   品

窯 業・
土石製品

鉄　鋼 非鉄金属 金属製品

ウ エ イ ト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

　　　　　　日　　　　　 　　　　　本　　　　　　 　　　　　銀　　　 　　　　　　　　行　　　　　

工　　業　　製　　品（つ　づ　き）
農　林
水産物

鉱産物
電力 ・
都市ガス
・ 水道はん用機器 生産用機器 業務用機器

電子部品・
デバイス 電気機器

情報通信
機　　器

輸送用機器

(単位：円)

世　帯 有　業 世帯主

人　員 人　員 年  齢 世帯主 光 熱 ･ 家 具 ･

(人) (人) （歳） の収入 水 　道 家事用品

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

平　 均 エンゲル

被服及び 保　健 交 通 ･ 教　養 その他の 消費性向 係　　数

履　物 医　療 通 　信 娯　楽 消費支出 (％) (％)

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

　注  大津市における調査世帯数が少ないことから、調査結果は月により大きく変動することがあります。

利用に当たっては大津市の勤労者世帯の家計の平均と考えず、参考値として御利用ください。

大 津 市 勤 労 者 世 帯 の 家 計 二 人 以 上 世 帯 １ 世 帯 当 た り １ か 月 間 ）

実　　収　　入 消 費 支 出

総　　額
配偶者その他
の世帯員収入 総　　額 食　料 住　居

　消　　　費　　　支　　　出　　　（　つ　づ　き　）
非消費
支　出

可処分
所　得教　育

総　　　務　　　省　　　統　　　計　　　局　　　（　家　　計　　調　　査　）

令和6年（2024年）12 月統 計 だ よ り第845 号
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鉄　鋼・ 金　　属 生 産 用 汎 用 ・ 電子部品 電 気 ・ 輸　　送
非鉄金属 非鉄金属 製　　品 機　　械 業 務 用 汎用機械 業務用機械 ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ 情報通信 機　　械

(全　国) (滋賀県) 工　　業 工　業 工　　業 工　　業 機械工業 工　業 工　業 工　　業 機械工業 工　　業

  年

  年

  年

  年

  年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 8.9 △ 2.4 △ 2.5 △ 1.0 △ 58.6 △ 0.1 △ 0.8 △ 2.7 △ 1.5

△ 2.6 △ 17.3 △ 11.9 △ 18.1 △ 6.5 △ 19.6 △ 62.1 △ 13.0 △ 14.6 △ 8.6 △ 14.6 △ 15.9

  年

  年

  年

  年

  年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 11.9 △ 2.3 △ 6.4 △ 58.9 △ 0.9

△ 4.2 △ 19.8 △ 8.9 △ 16.8 △ 2.2 △ 17.1 △ 61.1 △ 13.8 △ 14.3 △ 11.0 △ 15.0 △ 11.3 △ 16.5

  年

  年

  年

  年

  年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 1.9 △ 2.0 △ 2.0 △ 2.7 △ 2.5 △ 0.7

△ 1.3 △ 1.4 △ 7.0 △ 10.0 △ 6.6 △ 12.1 △ 1.6 △ 7.4 △ 10.4

経済産業省

　注 １．年の指数および対前年同月比は原指数です。
２．季節調整法はX－12－ARIMAにより算出しています。 ５．滋賀県の数値は、年間補正により2022年１月から2023年７月までの指数について遡って改訂しています。（ｒ：改訂値の記載は省略しています。）
３．在庫の年数値は期末値です。
４．全国の指数の基準年は2020年、滋賀県の指数の基準年は2015年です。

鉱工業総合 鉱工業総合

鉄鋼業

出
　
　
　
　
　
　
　
　
荷

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

全 国 ・ 滋 賀 県 鉱 工 業 指 数

生
　
　
　
　
　
　
　
　
産

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

在
　
　
　
　
　
　
　
　
庫

ウエイト

対前月比(%)

対前年同月比(%)

滋 賀 県 統 計 課 あ

令和6年（2024年）12 月 統 計 だ よ り 第845 号
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窯 業 ・ 化　　学 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ ﾊﾟﾙﾌﾟ・紙 食 料 品 そ の 他
土石製品 無機・有機 除．無機・ 製　　品 ・紙加工品 ゴム製品

工　　業 工　　業 化学工業 有機化学工業 工　　業 工　　業 工　　業 工　　業 工業

△ 2.2 △ 4.9 △ 1.9 △ 4.8 △ 2.5 △ 10.0

△ 10.3 △ 0.1 △ 4.9 △ 2.2 △ 9.1 △ 8.5

△ 5.4 △ 9.1 △ 27.6 △ 3.3 △ 2.5 △ 4.2

△ 6.9 △ 11.4 △ 0.5 △ 28.4 △ 11.4 △ 15.0 △ 0.7 △ 9.1 △ 9.7

△ 2.4 △ 0.3 △ 12.3 △ 0.9

△ 13.3 △ 10.8 △ 5.0 △ 9.2 △ 2.0

５．滋賀県の数値は、年間補正により2022年１月から2023年７月までの指数について遡って改訂しています。（ｒ：改訂値の記載は省略しています。）

（ 季 節 調 整 済 ）

食料品 飲料 繊維工業 家具工業 印刷業

滋 賀 県 統 計 課 あ
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（単位：億円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2020年 ３月末

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2023年 ８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2024年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

８月末

（単位：百万円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2020年 ３月末

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2023年 ９月末

10月末

11月末

12月末

2024年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

８月末

９月末

　注 １．「都市銀行」はみずほ銀行、三菱UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行です。

　　 ２．「地域銀行」は全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行です。

　　 ３．預金は、譲渡性預金を除きます。

　　 ４．都市銀行、地域銀行、信用金庫の預金は、総預金から手形・小切手を除いた実質預金です。

　　 ５．都市銀行、地域銀行は、オフショア勘定、中央政府向け貸出を除きます。

滋賀県信用組合協会・各信用組合 滋賀県信用農業協同組合連合会 商工中金大津支店・近畿労働金庫

滋 賀 県 内 金 融 機 関 別 預 金 お よ び 貸 出 残 高

都　市　銀　行 地　域　銀　行 信　用　金　庫

日　本　銀　行　京　都　支　店

信　用　組　合 農業協同組合（農協貯金） そ　　の　　他

令和6年（2024年）12 月 統 計 だ よ り 第845 号
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（単位：億円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2020年 ３月末

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2023年 ８月末

９月末

10月末

11月末

12月末

2024年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

８月末

（単位：百万円）

預　金 貸　出 預　金 貸　出 預　金 貸　出

2020年 ３月末

2021年 ３月末

2022年 ３月末

2023年 ３月末

2024年 ３月末

2023年 ９月末

10月末

11月末

12月末

2024年 １月末

２月末

３月末

４月末

５月末

６月末

７月末

８月末

９月末

　注 １．「都市銀行」はみずほ銀行、三菱UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行です。

　　 ２．「地域銀行」は全国地方銀行協会または第二地方銀行協会の加盟銀行です。

　　 ３．預金は、譲渡性預金を除きます。

　　 ４．都市銀行、地域銀行、信用金庫の預金は、総預金から手形・小切手を除いた実質預金です。

　　 ５．都市銀行、地域銀行は、オフショア勘定、中央政府向け貸出を除きます。

滋賀県信用組合協会・各信用組合 滋賀県信用農業協同組合連合会 商工中金大津支店・近畿労働金庫

滋 賀 県 内 金 融 機 関 別 預 金 お よ び 貸 出 残 高

都　市　銀　行 地　域　銀　行 信　用　金　庫

日　本　銀　行　京　都　支　店

信　用　組　合 農業協同組合（農協貯金） そ　　の　　他

（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 2.6 △ 0.2 △ 48.3 Ｘ △ 8.1 △ 6.0

注 １． 事業所規模30人以上について集計したものです。

２． 日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３． 指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４． 令和６年４月分調査より令和２年平均の指数が100になるよう改めて遡及改定しました。なお、「ｒ」の付記は省略しています。

（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 0.9 △ 3.9 △ 15.7 △ 1.4 △ 5.4 Ｘ △ 3.1 △ 7.5 △ 0.7

注 １． 事業所規模30人以上について集計したものです。

２． 日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３． 指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４． 令和６年１月分以降の前年同月比等は、令和５年にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することによりベンチマーク更新の

影響を取り除いて算出しているため、指数から算出した場合と一致しません。

滋 賀 県 産 業 別 常 用 雇 用 指 数

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)

対前年同月比(%)

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 の 労 働 時 間 指 数 総 実 労 働 時 間

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)

対前年同月比(%)

令和6年（2024年）12 月統 計 だ よ り第845 号
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（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 4.5 △ 3.7 △ 14.8 Ｘ △ 3.2 △ 2.3

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４．令和６年１月分以降の前年同月比等は、令和５年にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することによりベンチマーク更新の

 　 影響を取り除いて算出しているため、指数から算出した場合と一致しません。

（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 7.5 △ 6.7 △ 17.5 Ｘ △ 6.2 △ 0.3 △ 5.3 △ 1.2

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４．令和６年１月分以降の前年同月比等は、令和５年にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することによりベンチマーク更新の
 　 影響を取り除いて算出しているため、指数から算出した場合と一致しません。

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 名 目 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)

対前年同月比(%)

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 実 質 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

対前年同月比(%)

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)
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（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 4.5 △ 3.7 △ 14.8 Ｘ △ 3.2 △ 2.3

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４．令和６年１月分以降の前年同月比等は、令和５年にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することによりベンチマーク更新の

 　 影響を取り除いて算出しているため、指数から算出した場合と一致しません。

（2020年基準）

年

年

年

年 Ｘ

年

2023年 ８月

９月

10月

11月

12月

2024年 １月 Ｘ

２月

３月

４月

５月 Ｘ

６月 Ｘ

７月 Ｘ

８月 Ｘ

△ 7.5 △ 6.7 △ 17.5 Ｘ △ 6.2 △ 0.3 △ 5.3 △ 1.2

注 １．事業所規模30人以上について集計したものです。

２．日本標準産業分類(2013年10月改訂)を適用しています。

３．指数の基準年は、西暦末尾が０または５の年とされています。

４．令和６年１月分以降の前年同月比等は、令和５年にベンチマーク更新を実施した参考値を作成し、この参考値と令和６年の値を比較することによりベンチマーク更新の
 　 影響を取り除いて算出しているため、指数から算出した場合と一致しません。

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 名 目 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)

対前年同月比(%)

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

滋 賀 県 産 業 別 常 用 労 働 者 賃 金 指 数 （ き ま っ て 支 給 す る 給 与 ） ＜ 実 質 ＞

調  査
産業計

建設業 製造業
電気・ガス・
　熱供給・
水道業

情　報
通信業

運輸業，
郵便業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

対前年同月比(%)

卸売業，
小売業

金融業，
保険業

不動産業，
物品賃貸業

学術研究，
専門・技術
サービス業

宿泊業，
飲食

ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連
ｻｰﾋﾞｽ業，
娯楽業

　　　　　滋　賀　県　統　計　課　(　毎　月　勤　労　統　計　調　査　)

教育，
学　習
支援業

医療，
福 祉

複合ｻｰﾋﾞｽ
事業

サービス業
(他に分類さ
れないもの)

雇用保険

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率 新規求人倍率 被保険者数

件　数 負債額 (年度末･月末)

(百万円) (件) (百万円) (人) (人) (人)

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 4.2 △ 0.3 △ 0.5

受給者実人員 支給金額 合　計 持　家 貸　家 給与住宅 分譲住宅
(月平均)(人) (千円) (戸) (戸) (戸) (戸) (戸)

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

△ 0.9 △ 8.7 △ 31.5

西日本建設業

保証滋賀支店

 注 １．百貨店・スーパーは、従業者50人以上の小売事業所のうち、次に該当する小売事業所をいいます。

　　百貨店…次のスーパーに該当しない事業所であって、かつ、売り場面積が1,500㎡以上の事業所

　　スーパー…売り場面積の50％以上についてセルフサービス方式を採用し、かつ、売場面積が1,500㎡以上の事業所
２．企業倒産件数および負債額は１件１千万円以上の案件の集計です。

３．求人・求職の年の数値は年度平均です。

４．有効求人倍率、新規求人倍率の季節調整値は毎年１月分結果公表時に過去に遡って改訂されます。

５．雇用保険の基本手当支給金額の年の数値は年度計です。

６．公共工事請負金額の年の数値は年度計です。

滋　賀　県　主　要　経　済　指　標

百貨店・
スーパー
販 売 額

企  業  倒  産
求人・求職(パート含む)

(月の数値は
季節調整済)(倍)

(月の数値は
季節調整済)(倍)

対前年同月比(%)

経済産業省 東京商工リサーチ滋賀支店 滋　賀　労　働　局

雇用保険（つづき）
公共工事
請負金額

（百万円）

新設住宅着工戸数
基本手当

対前年同月比(%)

滋賀労働局 国土交通省
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死亡
事故

死　者 負傷者

(件) (件) (人) (％) (件) (件) (人) (人) (件) (棟) (人) (人) (㎡) (千円)

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

   注

全　国

人　口

(万人) (世帯) (人) 総　数 男 女 出　生 死　亡 県　外 県　外

年

年

年

年

年

2023年 10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月 ｐ12,389

７月 ｐ12,396

８月 ｐ12,385

９月 ｐ12,378

10月 ｐ12,379

総務省統計局

「人口推計月報」

   注

 　   

 　   

 　   

 　   

 　   

 　

滋 賀 県 の 犯 罪 ・ 交 通 事 故 ・ 火 災 発 生 状 況

犯罪の認知・検挙状況（刑法犯） 交通事故発生状況(人身事故) 火　災　発　生　状　況

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率
発生
件数

死者数

２．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）の毎年１月から12月の数値は暫定値です。翌年１月分結果公表時に確定値が公表されます。

負傷者数
火災
件数

焼損
棟数

死傷者数
焼損建物
床 面 積

損害額

滋　　　　　　　　賀　　　　　　　　県　　　（人）

滋賀県警察本部捜査支援分析課 滋賀県警察本部交通企画課 滋　賀　県　防　災　危　機　管　理　局

１．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）は交通関係業務上過失犯を除きます。

３．火災発生状況は爆発を含みます。なお、公表は３か月ごととなります。

４．火災発生状況の毎年１月から12月の数値は概数値です。翌年８月頃に確定値が公表されます。

全 国 ・ 滋 賀 県 の 人 口

２．自然増減、社会増減は、各年については前年10月～当年９月の計、各月については前月１か月間のものです。

世帯数
一世帯
あたり
人口

人　　口
（各年10月１日現在）

自　然　増　減
社    会    増    減

転　　入 転　　出

県　内 県　内

滋賀県統計課（毎月人口推計）

１．各年10月１日、各月１日現在の人口、世帯数です。

３．月別推計人口の算出は次の式のとおりです。

　　毎月１日現在の推計人口=直近の国勢調査確定人口+前月末日までの異動届出数｛(出生人口-死亡人口)+(転入人口-転出人口)｝
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死亡
事故

死　者 負傷者

(件) (件) (人) (％) (件) (件) (人) (人) (件) (棟) (人) (人) (㎡) (千円)

年

年

年

年

年

2023年 ９月

10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

   注

全　国

人　口

(万人) (世帯) (人) 総　数 男 女 出　生 死　亡 県　外 県　外

年

年

年

年

年

2023年 10月

11月

12月

2024年 １月

２月

３月

４月

５月

６月 ｐ12,389

７月 ｐ12,396

８月 ｐ12,385

９月 ｐ12,378

10月 ｐ12,379

総務省統計局

「人口推計月報」

   注

 　   

 　   

 　   

 　   

 　   

 　

滋 賀 県 の 犯 罪 ・ 交 通 事 故 ・ 火 災 発 生 状 況

犯罪の認知・検挙状況（刑法犯） 交通事故発生状況(人身事故) 火　災　発　生　状　況

認知件数 検挙件数 検挙人員 検挙率
発生
件数

死者数

２．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）の毎年１月から12月の数値は暫定値です。翌年１月分結果公表時に確定値が公表されます。

負傷者数
火災
件数

焼損
棟数

死傷者数
焼損建物
床 面 積

損害額

滋　　　　　　　　賀　　　　　　　　県　　　（人）

滋賀県警察本部捜査支援分析課 滋賀県警察本部交通企画課 滋　賀　県　防　災　危　機　管　理　局

１．犯罪の認知・検挙状況（刑法犯）は交通関係業務上過失犯を除きます。

３．火災発生状況は爆発を含みます。なお、公表は３か月ごととなります。

４．火災発生状況の毎年１月から12月の数値は概数値です。翌年８月頃に確定値が公表されます。

全 国 ・ 滋 賀 県 の 人 口

２．自然増減、社会増減は、各年については前年10月～当年９月の計、各月については前月１か月間のものです。

世帯数
一世帯
あたり
人口

人　　口
（各年10月１日現在）

自　然　増　減
社    会    増    減

転　　入 転　　出

県　内 県　内

滋賀県統計課（毎月人口推計）

１．各年10月１日、各月１日現在の人口、世帯数です。

３．月別推計人口の算出は次の式のとおりです。

　　毎月１日現在の推計人口=直近の国勢調査確定人口+前月末日までの異動届出数｛(出生人口-死亡人口)+(転入人口-転出人口)｝

市 町 名

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女

総 数 △ 322 △ 120 △ 202

市 部 △ 286 △ 106 △ 180

郡 部 △ 36 △ 14 △ 22

大 津 市 △ 136 △ 122 △ 14 △ 11

彦 根 市 △ 9 △ 19

長 浜 市 △ 139 △ 61 △ 78 △ 31

近 江八 幡市 △ 2

草 津 市 △ 15

守 山 市

栗 東 市 △ 4

甲 賀 市

野 洲 市 △ 14 △ 38

湖 南 市 △ 67 △ 42 △ 25 △ 22

高 島 市

東 近 江 市 △ 70 △ 9 △ 61 △ 38

米 原 市 △ 36 △ 26 △ 10 △ 7

蒲 生 郡 △ 33 △ 20 △ 13 △ 6

日 野 町 △ 14 △ 8 △ 6 △ 2

竜 王 町 △ 19 △ 12 △ 7 △ 4

愛 知 郡

愛 荘 町

犬 上 郡 △ 26 △ 12 △ 14 △ 4

豊 郷 町 △ 13 △ 5 △ 8 △ 7

甲 良 町 △ 9 △ 7 △ 2

多 賀 町 △ 4 △ 4

滋　　　賀　　　県　　　統　　　計　　　課

市 町 別 人 口 と 世 帯 数
(2024年10月1日現在)

人　　　　　　　　　　口
前月人口との増減

世帯数
前月
世帯数

との増減
うち外国人
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令和５年 月 日現在における県内

市町別総住宅数の構成比をみると、

大津市が ％ 戸 と最も高

く、次いで、草津市が ％

戸 、彦根市が ％ 戸 など

となっており、全 市を合わせると

滋賀県全体 戸 の ％を占

めました。

また、対前回増加率でみると、東

近江市が ％増と最も高く、次い

で、野洲市、草津市などとなりまし

た。(表１)(図１)

令和５年住宅・土地統計調査(住宅及び世帯に関する基本集計)にみる市町の状況

総務省が公表した令和５年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計 か

ら、滋賀県内市町(市および人口15,000人以上の町)
＊１

の概要について紹介します。

　なお、滋賀県と全国の状況はＰ１～８の特集で概要を紹介しています。

１．総住宅数

大津市

草津市

彦根市

東近江市

長浜市

甲賀市

近江八幡市

守山市

栗東市

湖南市

高島市

野洲市
米原市

愛荘町

日野町
その他４町

＊１ 県内１３市、日野町および愛荘町（人口は令和２年国勢調査時点）

＊２ 居住世帯あり住宅数とは、「総住宅数－居住世帯なし（一時現在者のみ＋空き家＋建築中）」

＊３ １住宅当たり延べ面積は専用住宅当たりの数値

図１ 市町別総住宅数の構成比

　　　　（単位　住宅数：戸　率：％　面積：㎡）

令和５年
（2023年）

平成30年
（2018年）

滋 賀 県

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町 △ 4.2
愛 荘 町

総住宅数

実数
対前回
増加率

非木造
率

市　町
共同

住宅率

１住宅
当たり
延べ

 面積＊３

持ち家
住宅率

空き家
率

木造率
一戸建
率

居住世帯
あり

 住宅数＊２

表 主な調査結果 ＜市、町（人口 人以上）＞

統 計 で み る 市 町 の す が た
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令和５年 月 日現在における県内

市町別総住宅数の構成比をみると、

大津市が ％ 戸 と最も高

く、次いで、草津市が ％

戸 、彦根市が ％ 戸 など

となっており、全 市を合わせると

滋賀県全体 戸 の ％を占

めました。

また、対前回増加率でみると、東

近江市が ％増と最も高く、次い

で、野洲市、草津市などとなりまし

た。(表１)(図１)

令和５年住宅・土地統計調査(住宅及び世帯に関する基本集計)にみる市町の状況

総務省が公表した令和５年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計 か

ら、滋賀県内市町(市および人口15,000人以上の町)
＊１

の概要について紹介します。

　なお、滋賀県と全国の状況はＰ１～８の特集で概要を紹介しています。

１．総住宅数

大津市

草津市

彦根市

東近江市

長浜市

甲賀市

近江八幡市

守山市

栗東市

湖南市

高島市

野洲市
米原市

愛荘町

日野町
その他４町

＊１ 県内１３市、日野町および愛荘町（人口は令和２年国勢調査時点）

＊２ 居住世帯あり住宅数とは、「総住宅数－居住世帯なし（一時現在者のみ＋空き家＋建築中）」

＊３ １住宅当たり延べ面積は専用住宅当たりの数値

図１ 市町別総住宅数の構成比

　　　　（単位　住宅数：戸　率：％　面積：㎡）

令和５年
（2023年）

平成30年
（2018年）

滋 賀 県

大 津 市

彦 根 市

長 浜 市

近 江 八 幡 市

草 津 市

守 山 市

栗 東 市

甲 賀 市

野 洲 市

湖 南 市

高 島 市

東 近 江 市

米 原 市

日 野 町 △ 4.2
愛 荘 町

総住宅数

実数
対前回
増加率

非木造
率

市　町
共同

住宅率

１住宅
当たり
延べ

 面積＊３

持ち家
住宅率

空き家
率

木造率
一戸建
率

居住世帯
あり

 住宅数＊２

表 主な調査結果 ＜市、町（人口 人以上）＞

統 計 で み る 市 町 の す が た

１住宅当たり延べ面積を市町別に

みると、日野町が ㎡と最も広

く、次いで、米原市が ㎡、長

浜市が142.13㎡などとなりました。

一方、草津市が ㎡と最も狭

く、次いで、大津市が ㎡、栗東

市が102.33㎡などとなりました。

(表１)(図５)

共同住宅率を市町別にみると、草
津市が ％と最も高く、住宅の半
数以上が共同住宅となりました。次
いで、栗東市が ％、大津市が

％などとなっており、大津・南

部地域
＊４

で共同住宅率が高い傾向と
なりました。
一方、米原市が ％と最も低く、

次いで、高島市が ％、日野町が
15.2％などとなりました。
(表１)(図４)

持ち家住宅率を市町別にみると、
米原市が ％と最も高く、次い
で、高島市が ％、日野町が

％などとなっており、一戸建率
の高い市町が持ち家住宅率も高い傾
向となりました。

一方、草津市が ％と最も低
く、次いで、栗東市が ％、彦根
市が64.6％などとなりました。
(表１)(図３)

空き家率を市町別にみると、高島
市が ％と最も高く、総住宅数の
約４分の１が空き家となりました。
次いで、長浜市が ％、東近江市
が ％などとなりました。空き家
率の最も高い高島市は、二次的住宅
別荘等 が総住宅数の ％と多いこ
とから空き家率が特に高くなりまし
た。
一方、草津市が ％と最も低く、

次いで、栗東市が ％、守山市が
8.3％などとなりました。
(表１)(図２)

＊４　大津・南部地域・・・大津市、草津市、守山市、栗東市、野洲市

５．１住宅当たり延べ面積

４．共同住宅率

２．空き家率

３．持ち家住宅率
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図２ 市町別空き家率

図３ 市町別持ち家住宅率

図４ 市町別共同住宅率

図５ 市町別１住宅当たり延べ面積
（㎡）

（％）
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